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（１）経営成績に関する分析 

 ① 当期の経営成績 

当連結会計年度における経済情勢は、昨年３月の東日本大震災の影響を大きく受けた状況からスタートしました

が、復興の進展とともに緩やかな回復基調で推移しておりました。しかしながら、下期に入りタイで発生した洪水

被害や欧州諸国の金融不安が深刻度を増し、さらには歴史的な円高基調の継続などが企業業績を圧迫し、先行きは

不透明な状況が続いております。 

当社グループを取り巻く事業環境は、産業機器市場は中国を中心とした設備投資需要が比較的好調であった反

面、半導体製造装置の需要が急減するなど明暗が別れる状況となりました。情報通信機器市場はスマートフォンや

タブレット型情報通信端末は世界的に需要が高まりましたが、パソコンの出荷はタイ洪水によるハードディスク生

産減少の影響を受け一時的に減速しました。 

当社グループにおきましては、ノイズ関連市場向けのノイズフィルタは主力としている工作機械向けや環境、新

エネルギー向けが好調に推移いたしましたが、半導体製造装置向けの需要が減少したことにより産業機器市場向け

は前連結会計年度並で推移いたしました。 

情報通信機器市場向けは端末向けが昨年のタイ洪水によるパソコンの減産影響を受け減少しましたが、タブレッ

ト型情報通信端末等の需要が高水準に推移したことにより、厚膜印刷基板を中心に前連結会計年度に比べて増加い

たしました。一方、基地局向けは前連結会計年度におきましては北米基地局市場向けの受注が活況でありました

が、当連結会計年度におきましては欧米市場の市況低迷と客先需要が伸び悩んだ影響を強く受け、全体では前年同

期に比べ減少いたしました。 

これらの結果、当連結会計年度の売上高は111億57百万円（前連結会計年度比4.9％の減少）となりました。 

損益につきましては、売上高の減少に加えて円高の影響もあり、営業利益は１億45百万円（前年同期比70.5％の

減少）、経常利益は２億32百万円（前連結会計年度比57.4％の減少）となりました。また、有形固定資産の一部に

ついて減損損失を計上したこと等により、当期純利益は１億36百万円（前連結会計年度比66.9％の減少）となりま

した。 

なお、セグメント別の業績は次のとおりであります。 

   

〔産業機器市場〕 

当セグメントの売上高は59億39百万円（前連結会計年度比0.8％の減少）となりました。 

ノイズ関連市場向けのノイズフィルタは、環境、新エネルギーおよび工作機械市場向けは堅調に推移いたしまし

たが、半導体製造装置市場が調整局面に入ったことにより減少いたしました。 

鉄道信号用ＬＣフィルタは、整備新幹線の新規投資で増加いたしました。プラスチックフィルムコンデンサは工

作機械、鉄道信号市場向けを中心に増加いたしました。 

また、自動車用厚膜印刷基板は東日本大震災およびタイ洪水被害により一時的に減少いたしましたが、急速な回

復により前年並みを確保いたしました。 

営業利益は、売上高の減少と中国を中心とする海外市場開拓に向けた初期費用の増加等により、１億42百万円

（前連結会計年度比62.6％の減少）となりました。 

〔情報通信機器市場〕 

当セグメントの売上高は42億95百万円（前連結会計年度比8.0％の減少）となりました。 

情報通信インフラ市場は、北米、欧州市場の低迷によりフィルタ、カプラ、バランの需要が落ち込み減少いたし

ました。 

情報通信端末市場においては、タブレット型情報通信端末の需要拡大により厚膜印刷基板が増加いたしました。

また、携帯端末用積層誘電体フィルタも堅調に推移いたしました。 

営業利益は売上高の減少と円高の影響により、営業損失70百万円（前連結会計年度１億27百万円の利益）となり

ました。 

〔その他〕 

当セグメントの売上高は９億81百万円（前連結会計年度比14.2％の減少）となりました。 

当事業の主な内容は上記に含まれない実装事業であり、地上デジタル放送機器関連需要が一巡したことにより減

少いたしました。 

営業利益は製品構成の変化により収益性の高い製品が増加したことから81百万円（前連結会計年度比122.0％の増

加）となりました。 

１．経営成績
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 ② 次期の見通し 

エレクトロニクス業界は、産業機器市場における中国市場向け工作機械需要が堅調に推移すると思われること

や、情報通信機器市場におけるスマートフォンおよびタブレット型情報通信端末の需要拡大など、それぞれの市場

の一部には明るさが見られますが、円高の長期化や中国の景気減速など不透明感の強い事業環境となることが予想

されます。 

当社グループにおきましては短期的な事業環境の改善は見込まれないものと想定し、新製品の早期市場投入と環

境、新エネルギー市場や中国を中心とした海外市場の拡販を重要課題として推し進めてまいります。損益につきま

しては、海外への生産移管やＶＡ/ＶＥなど引き続きコストダウン諸施策を実施してまいります。 

次期の業績予想につきましては、為替レートを１ドル80円の前提で、売上高118億円、営業利益４億50百万円、経

常利益５億円、当期純利益３億60百万円を予想しております。 

※ 上記の業績予想につきましては、現時点で得られた情報にもとづいて算定しておりますが、多分に不確定な要

素を含んでおり、当社としてその実現を約束するものではありません。従いまして、実際の業績は、業況の変

化などにより業績予想と異なる結果となりうることをご承知おき下さい。 

（２）財政状態に関する分析 

 ① 資産・負債及び純資産の状況 

当連結会計年度末における資産の総額は、147億１百万円（前連結会計年度末比２億61百万円の減少）となりまし

た。 

流動資産は、短期貸付金等の増加により、91億85百万円（前連結会計年度末比77百万円の増加）となりました。 

固定資産は、新規設備投資が減価償却費を下回ったため、55億15百万円（前連結会計年度末比３億39百万円の減

少）となりました。 

負債は、未払金が減少したこと、および法人税率変更の影響で繰延税金負債が減少したため、29億78百万円（前

連結会計年度末比２億61百万円の減少）となりました。 

純資産は、当期純利益相当額を配当した結果、117億22百万円となり、前連結会計年度末から増減ありません。 

これらの結果、当連結会計年度末における自己資本比率は79.7％（前連結会計年度末78.3％）となり、１株当た

り純資産額は751円53銭（前連結会計年度末751円52銭）となりました。 

 ② キャッシュ・フローの状況 

当連結会計年度末における現金及び現金同等物は、４億83百万円（前連結会計年度末比38百万円の減少）となり

ました。各キャッシュ・フローの状況と要因は次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動の結果得られたキャッシュ・フローは、６億40百万円（前連結会計年度５億11百万円の収入）となりま

した。税金等調整前当期純利益は１億57百万円、減価償却費は４億99百万円、固定資産の減損損失は57百万円とな

りました。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動に使用されたキャッシュ・フローは、５億55百万円（前連結会計年度３億94百万円の支出）となりまし

た。この主な内容は、有形固定資産の取得３億28百万円、短期貸付金の増加１億26百万円であります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動に使用されたキャッシュ・フローは、１億44百万円（前連結会計年度比15百万円の増加）となりました。

この主な内容は、配当金の支払１億24百万円であります。 
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キャッシュ・フロー関連指標の推移 

自己資本比率            ： 自己資本／総資産 

時価ベースの自己資本比率      ： 株式時価総額／総資産 

キャッシュ・フロー対有利子負債比率 ： 有利子負債／営業キャッシュ・フロー 

インタレスト・カバレッジ・レシオ  ： 営業キャッシュ・フロー／利払い 

（注１）いずれも連結ベースの財務数値により計算しております。 

（注２）株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式数（自己株式控除後）により算出しております。 

（注３）営業キャッシュ・フローは、連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フローを使用

しております。 

（注４）有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全ての負債を対象として

おります。また、利払いについては、連結キャッシュ・フロー計算書の利息の支払額を使用しております。 

（３）利益配分に関する基本方針及び当期、次期の配当 

当社の利益配分に関する考え方は、株主の皆様への利益還元を経営の重要課題の一つであると認識し、長期的視

野に立って安定的な利益を確保することにより株主資本を充実させ企業体質の強化を図ると同時に、今後の事業展

開などを総合的に勘案して成果の配分を行うことであります。 

当社は、中間配当と期末配当の年２回の剰余金の配当を行うことを基本方針とし、期末配当については株主総

会、中間配当については取締役会で機関決定しております。 

内部留保資金につきましては設備投資資金、新事業、新製品開発などに有効活用し、競争力の維持、強化と収益

力の向上により企業価値向上を図ってまいります。 

なお、当期の利益配当金につきましては１株当たり期末配当金を４円とし、既に実施済みの中間配当金４円と合

わせて、年間配当金は８円と前事業年度と同額とさせていただく予定であります。 

また、次期の配当金につきましては１株当たり中間配当金４円、期末配当金４円で年間配当金は８円とし、当期

と同額とさせていただく予定であります。 

  

  平成21年３月期 平成22年３月期 平成23年３月期 平成24年３月期

自己資本比率（％）  80.8  78.1  78.3  79.7

時価ベースの自己資本比率（％）  30.3  46.4  54.2  38.9

キャッシュ・フロー対有利子負債比率（年）  0.3  －  0.4  0.3

インタレスト・カバレッジ・レシオ（倍）  195.8  －  308.3  442.3
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当社グループ（当社および当社の関係会社）は平成24年３月31日現在、双信電機株式会社（当社）および親会社１

社、子会社９社により構成されており、事業は産業機器市場、情報通信機器市場向け製品の開発、製造、販売の他、

実装事業等を主たる業務としております。 

当社グループの事業内容および当社と関係会社の当該事業における位置付けは次のとおりであります。 

なお、次の３事業区分は「４．連結財務諸表 (９)連結財務諸表に関する注記事項」に掲げるセグメントの区分と

同一であります。 

 前頁に記載した企業グループの事業系統図は次のとおりであります。 

２．企業集団の状況

事業区分 主要品目 会社名 

産業機器市場 

ノイズフィルタ、マイカコンデンサ、

ＬＣフィルタ、 

プラスチックフィルムコンデンサ、 

厚膜印刷基板 

当社、双信デバイス㈱、双信パワーテック㈱、立信電子㈱、

双信エレクトロニクスマレーシア、 

双信エレクトロニクス・オブ・アメリカ、 

双信エレクトロニクスヨーロッパ、 

双信電子（香港）有限公司、双信華科技（深圳）有限公司、

台湾双信電機股份有限公司 

（会社総数10社） 

情報通信機器

市場 

セラミック多層製品（積層誘電体フ

ィルタ、カプラ、バラン）、 

マイカコンデンサ、ＬＣフィルタ、 

フェライトフィルタ、厚膜印刷基板、

光通信関連製品 

当社、日本碍子㈱、双信デバイス㈱、双信パワーテック㈱、

立信電子㈱、双信エレクトロニクスマレーシア、 

双信エレクトロニクス・オブ・アメリカ、 

双信エレクトロニクスヨーロッパ、 

双信電子（香港）有限公司、台湾双信電機股份有限公司 

（会社総数10社） 

その他 実装製品 

当社、双信デバイス㈱、立信電子㈱、 

双信エレクトロニクスマレーシア 

（会社総数４社） 
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(1）会社の経営の基本方針 

 当社の経営理念は以下のとおり、『ＳＯＳＨＩＮ ＷＡＹ －コミュニケーションの輪でつなぐ人と未来－』で

あります。これは社員全員が『ＳＯＳＨＩＮ ＷＡＹ』に共感し、情熱を高め、その価値観と目指す未来像を共

有することにより持続的成長の原動力とするためであります。 

ＳＯＳＨＩＮ ＷＡＹ 

－コミュニケーションの輪でつなぐ人と未来－ 

◇ 私たちの使命 

双信電機グループは双互信頼の精神を尊重し、お客様の期待に応える電子部品の提供を通して世界中の

人、企業、国をつなぐ輪を作り、社会の発展と人々の暮らしに貢献します。 

  

◇ 共有する価値観 

① 私たちは、“お客様の期待に応える電子部品の提供”でお客様との双互信頼の“輪”を広げます。 

② 私たちは、“人間性尊重”で会社、組織、個人、家族の双互信頼の“和”を大切にします。 

③ 私たちは、“良き企業市民”として地域社会を双互信頼の“話”で元気にします。 

④ 私たちは、“環境共生社会の実現”に向けて地球と人との調和を双互信頼の“環”で守ります。 

⑤ 私たちは、“公平かつ公正な調達活動”で取引先との双互信頼の“輪”を築きます。 

⑥ 私たちは、“変革と成長へのチャレンジ”を続け、株主、投資家の期待に双互信頼の“輪”で応えます。 

  

◇ 私たちの目指す未来像 

個人と組織が変革と成長を続け、お客様の期待に応える電子部品を提供し、世界中のお客様から最も信頼

される電子部品メーカーとなることです。 

(2）目標とする経営指標 

当社グループは、変化の激しいエレクトロニクス市場においてニーズを捉えた新製品開発および新市場開拓を

推進することで継続的に成長し10％以上の営業利益率を出せる企業となることを経営指標として掲げ、安定的な

黒字経営を行うことで企業価値向上を図ってまいります。 

なお、当連結会計年度の営業利益率は1.3％でありましたが、次項の中長期的な会社の経営戦略及び対処すべき

課題に掲げた内容を着実に実行し「収益力向上」と「持続的な成長」に取り組んでまいります。 

３．経営方針
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(3）中長期的な会社の経営戦略及び対処すべき課題 

エレクトロニクス業界は、産業機器市場における中国市場向け工作機械需要が堅調に推移すると思われること

や、情報通信機器市場におけるスマートフォンおよびタブレット型情報通信端末の需要拡大など、それぞれの市

場の一部には明るさが見られますが、円高の長期化や中国の景気減速など不透明感の強い事業環境となることが

予想されます。 

当社グループにおきましては、短期的な事業環境の改善が見込まれない中、収益力の向上と持続的な成長に向

けて積極的に経営資源の投入を実施してまいります。 

＜収益力向上に向けて＞ 

検査工程の自動化等による省力化やＩＴ活用による工程管理と品質の改善に向け、今後３年間に亘り積極的な

設備投資を展開し、ものづくり体質強化を進めてまいります。 

① 積層誘電体フィルタや厚膜印刷基板等の検査工程を中心とする自動化推進による省力化 

② ＩＴを活用した工程管理によるトレーサビリティの向上と品質改善 

③ 製造拠点の統合による製造コスト削減 

④ 作業ロボットの導入による省力化と品質改善 

＜持続的な成長に向けて＞ 

パワーエレクトロニクスと情報通信分野に注力した新製品開発と中国を中心とする新市場での拡販により持続

的な成長を果たしてまいります。 

① 昨年度新設した専任部門と特別委員会の活動を通じ、パワーエレクトロニクスと情報通信分野におけるニ

ーズの探索と開発活動を行い、各分野に新製品を投入 

② 昨年設立した中国法人の活動を通じて、国内のお客様である日系企業の中国への進出拡大の機会をとらえ

た受注獲得 

③ 今後の市場拡大が見込まれる新エネルギー市場に対する新製品の開発と拡販 

④ 技術的な協業や営業面での販路拡大、品揃えの拡充を目的としたアライアンスの推進 
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４．連結財務諸表 
（１）連結貸借対照表 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(平成23年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成24年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 602,520 656,880

受取手形及び売掛金 3,725,408 3,804,470

商品及び製品 56,706 127,663

仕掛品 287,110 235,581

原材料及び貯蔵品 518,662 510,972

繰延税金資産 38,940 37,725

短期貸付金 3,499,884 3,626,163

その他 378,657 186,134

貸倒引当金 △587 △560

流動資産合計 9,107,300 9,185,028

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 4,888,718 4,918,400

減価償却累計額及び減損損失累計額 △3,511,022 △3,613,313

建物及び構築物（純額） 1,377,696 1,305,087

機械装置及び運搬具 7,033,211 7,144,535

減価償却累計額及び減損損失累計額 △6,314,438 △6,439,790

機械装置及び運搬具（純額） 718,773 704,745

土地 1,005,722 994,622

建設仮勘定 215,288 40,557

その他 497,014 496,798

減価償却累計額及び減損損失累計額 △449,683 △463,383

その他（純額） 47,331 33,415

有形固定資産合計 3,364,810 3,078,426

無形固定資産 56,771 39,381

投資その他の資産   

投資有価証券 ※1  206,144 ※1  198,651

前払年金費用 2,036,648 2,045,741

繰延税金資産 20,265 31,320

その他 ※2  179,887 ※2  131,857

貸倒引当金 △9,150 △9,400

投資その他の資産合計 2,433,794 2,398,169

固定資産合計 5,855,375 5,515,976

資産合計 14,962,675 14,701,004
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（単位：千円）

前連結会計年度 
(平成23年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成24年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 1,076,716 987,001

短期借入金 180,000 160,000

未払法人税等 121,571 97,170

未払金 331,323 231,765

賞与引当金 379,718 372,975

役員賞与引当金 13,600 6,900

その他 149,029 229,907

流動負債合計 2,251,957 2,085,718

固定負債   

繰延税金負債 867,506 751,627

退職給付引当金 77,988 82,192

役員退職慰労引当金 39,991 56,048

資産除去債務 2,463 2,463

固定負債合計 987,948 892,330

負債合計 3,239,905 2,978,048

純資産の部   

株主資本   

資本金 3,806,750 3,806,750

資本剰余金 3,788,426 3,788,426

利益剰余金 4,383,162 4,378,959

自己株式 △841 △868

株主資本合計 11,977,497 11,973,267

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 13,278 13,166

為替換算調整勘定 △268,005 △263,477

その他の包括利益累計額合計 △254,727 △250,311

純資産合計 11,722,770 11,722,956

負債純資産合計 14,962,675 14,701,004
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（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書 
（連結損益計算書） 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

売上高 11,734,077 11,157,671

売上原価 8,384,869 8,425,817

売上総利益 3,349,208 2,731,854

販売費及び一般管理費 ※1, ※2  2,855,063 ※1, ※2  2,586,260

営業利益 494,145 145,594

営業外収益   

受取利息 23,909 25,527

受取配当金 5,291 6,976

物品売却益 41,320 43,498

その他 55,949 29,842

営業外収益合計 126,469 105,843

営業外費用   

支払利息 1,660 1,448

為替差損 61,556 7,908

その他 11,379 9,474

営業外費用合計 74,595 18,830

経常利益 546,019 232,607

特別利益   

貸倒引当金戻入額 993 －

固定資産売却益 ※3  1,210 ※3  414

特別利益合計 2,203 414

特別損失   

固定資産売却損 ※4  72 ※4  4,121

固定資産除却損 ※5  12,305 ※5  4,737

投資有価証券評価損 3,112 9,696

減損損失 － ※6  57,332

関係会社清算損 3,688 －

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 16,863 －

特別損失合計 36,040 75,886

税金等調整前当期純利益 512,182 157,135

法人税、住民税及び事業税 110,337 143,747

法人税等調整額 △12,068 △123,589

法人税等合計 98,269 20,158

少数株主損益調整前当期純利益 413,913 136,977

当期純利益 413,913 136,977
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（連結包括利益計算書） 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

少数株主損益調整前当期純利益 413,913 136,977

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △6,917 △112

為替換算調整勘定 △10,077 4,528

その他の包括利益合計 △16,994 4,416

包括利益 396,919 141,393

（内訳）   

親会社株主に係る包括利益 396,919 141,393

少数株主に係る包括利益 － －
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（３）連結株主資本等変動計算書 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

株主資本   

資本金   

当期首残高 3,806,750 3,806,750

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 3,806,750 3,806,750

資本剰余金   

当期首残高 3,788,426 3,788,426

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 3,788,426 3,788,426

利益剰余金   

当期首残高 4,078,441 4,383,162

当期変動額   

剰余金の配当 △109,192 △124,790

連結範囲の変動 － △16,390

当期純利益 413,913 136,977

当期変動額合計 304,721 △4,203

当期末残高 4,383,162 4,378,959

自己株式   

当期首残高 △746 △841

当期変動額   

自己株式の取得 △95 △27

当期変動額合計 △95 △27

当期末残高 △841 △868

株主資本合計   

当期首残高 11,672,871 11,977,497

当期変動額   

剰余金の配当 △109,192 △124,790

当期純利益 413,913 136,977

連結範囲の変動 － △16,390

自己株式の取得 △95 △27

当期変動額合計 304,626 △4,230

当期末残高 11,977,497 11,973,267
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（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金   

当期首残高 20,195 13,278

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △6,917 △112

当期変動額合計 △6,917 △112

当期末残高 13,278 13,166

為替換算調整勘定   

当期首残高 △257,928 △268,005

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △10,077 4,528

当期変動額合計 △10,077 4,528

当期末残高 △268,005 △263,477

その他の包括利益累計額合計   

当期首残高 △237,733 △254,727

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △16,994 4,416

当期変動額合計 △16,994 4,416

当期末残高 △254,727 △250,311

純資産合計   

当期首残高 11,435,138 11,722,770

当期変動額   

剰余金の配当 △109,192 △124,790

当期純利益 413,913 136,977

連結範囲の変動 － △16,390

自己株式の取得 △95 △27

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △16,994 4,416

当期変動額合計 287,632 186

当期末残高 11,722,770 11,722,956
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（４）連結キャッシュ・フロー計算書 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純利益 512,182 157,135

減価償却費 524,442 499,005

減損損失 － 57,332

貸倒引当金の増減額（△は減少） △3,330 250

賞与引当金の増減額（△は減少） 43,671 △6,743

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △13,100 16,057

役員賞与引当金の増減額（△は減少） 13,600 △6,700

受取利息及び受取配当金 △29,202 △32,503

支払利息 1,660 1,448

投資有価証券評価損益（△は益） － 9,696

固定資産売却損益（△は益） △1,138 3,707

固定資産除却損 12,305 4,737

売上債権の増減額（△は増加） △185,716 △71,237

たな卸資産の増減額（△は増加） △146,112 △10,465

仕入債務の増減額（△は減少） △84,686 △92,557

退職給付引当金の増減額（△は減少） 6,597 4,204

前払年金費用の増減額（△は増加） △118,740 △9,093

その他 99,706 107,874

小計 632,139 632,147

利息及び配当金の受取額 29,628 32,399

利息の支払額 △1,671 △1,448

法人税等の支払額 △161,446 △164,994

法人税等の還付額 13,191 142,332

営業活動によるキャッシュ・フロー 511,841 640,436

投資活動によるキャッシュ・フロー   

投資有価証券の取得による支出 △4,253 △4,458

投資有価証券の売却による収入 15 －

関係会社出資金の払込による支出 △57,906 －

定期預金の増減額（△は増加） 117,544 △88,466

有形固定資産の取得による支出 △537,771 △328,710

有形固定資産の売却による収入 6,712 7,504

無形固定資産の取得による支出 △4,134 △7,666

短期貸付金の増減額（△は増加） 43,386 △126,279

その他 41,964 △7,664

投資活動によるキャッシュ・フロー △394,443 △555,739

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） △20,000 △20,000

自己株式の取得による支出 △95 △27

配当金の支払額 △109,192 △124,790

財務活動によるキャッシュ・フロー △129,287 △144,817

現金及び現金同等物に係る換算差額 △6,993 △6,384

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △18,882 △66,504

現金及び現金同等物の期首残高 534,006 522,297

新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額 7,173 28,180

現金及び現金同等物の期末残高 522,297 483,973
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 該当事項はありません。 

   

  

  

(5)継続企業の前提に関する注記

(6)連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

項目 
当連結会計年度

（自 平成23年４月１日 
至 平成24年３月31日） 

１．連結の範囲に関する事項  子会社９社のうち７社について連結しております。 

 なお、連結子会社名は「２．企業集団の状況」に記載しております。 

 双信エレクトロニクスヨーロッパおよび台湾双信電機股份有限公司は、総資

産、売上高、当期純利益（持分に見合う額）および利益剰余金（持分に見合う

額）等の連結財務諸表に及ぼす影響が軽微であるため連結の範囲から除外してお

ります。  

２．持分法の適用に関する事項  非連結子会社２社、双信エレクトロニクスヨーロッパおよび台湾双信電機股份

有限公司は、当期純利益（持分に見合う額）および利益剰余金（持分に見合う

額）等に及ぼす影響が軽微であるため、かつ全体としても重要性がないため持分

法の適用範囲から除外しております。 

 なお、㈲信友コーポレーションは清算を結了しております。  

３．連結子会社の事業年度等に関す

る事項 

 連結子会社の決算日は、双信エレクトロニクス・オブ・アメリカおよび双信華

科技（深圳)有限公司については12月末日、双信エレクトロニクスマレーシアお

よび双信電子（香港）有限公司については２月末日であり、いずれも連結決算日

との差異が３ヵ月を超えないため、当該決算期に係る財務諸表を基礎として連結

財務諸表を作成しております。 

  なお、上記連結子会社の決算日から連結決算日までの間に生じた重要な取引に

ついては、連結上必要な調整を行うこととしております。 

(7)表示方法の変更

当連結会計年度
（自 平成23年４月１日 
至 平成24年３月31日） 

（連結損益計算書） 

 前連結会計年度において独立掲記しておりました「営業外収益」の「助成金収入」は、営業外収益の100分の10以下

となったため、当連結会計年度においては「営業外収益」の「その他」に含めております。この表示方法の変更を反映

させるため前連結会計年度の連結財務諸表の組替を行っております。 

 この結果、前連結会計年度の連結損益計算書において、「営業外収益」の「助成金収入」に表示していた15,707千円

は、「その他」として組み替えております。 

 前連結会計年度において「特別損失」の「その他」に含めておりました「投資有価証券評価損」は、特別損失の100

分の10を超えたため、当連結会計年度より独立掲記することとしました。この表示方法の変更を反映させるため、前連

結会計年度の連結財務諸表の組替を行っております。 

 この結果、前連結会計年度の連結損益計算書において、「特別損失」の「その他」として表示していた3,112千円

は、「有価証券評価損」3,112千円として組み替えております。  

（連結キャッシュ・フロー計算書）  

 前連結会計年度において「営業活動によるキャッシュ・フロー」の「法人税等の支払額」に含めて表示しておりまし

た「法人税等の還付額」は、重要性が増したため独立掲記することとしました。この表示方法の変更を反映させるた

め、前連結会計年度の連結財務諸表の組替を行っております。 

 この結果、前連結会計年度の連結キャッシュ・フロー計算書において、「営業活動によるキャッシュ・フロー」の

「法人税等の支払額」に表示していた△148,255千円は、「法人税等の支払額」△161,446千円、「法人税等の還付額」

13,191千円として組み替えております。 

(8)追加情報

当連結会計年度
（自 平成23年４月１日 
至 平成24年３月31日） 

（会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準等の適用） 

 当連結会計年度の期首以後に行われる会計上の変更及び誤謬の訂正より、「会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会

計基準」（企業会計基準24号 平成21年12月４日）及び「会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準の適用指針」

（企業会計基準適用指針第24号 平成21年12月４日）を適用しております。  
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(9)連結財務諸表に関する注記事項

（連結貸借対照表関係）

前連結会計年度 

（平成23年３月31日） 

当連結会計年度 

（平成24年３月31日） 

※１、２ 非連結子会社及び関連会社に対する主な資産及

び負債 

※１、２ 非連結子会社及び関連会社に対する主な資産及

び負債 

投資有価証券（株式） 14,489千円 

投資その他の資産その他（出資金） 62,997千円 

投資有価証券（株式） 14,489千円 

投資その他の資産その他（出資金） 8,439千円 

（連結損益計算書関係）

前連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成23年４月１日 
至 平成24年３月31日） 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。 

研究開発費 675,784千円 

給与賃金・賞与金 655,862千円 

退職給付費用 89,482千円 

賞与引当金繰入額 135,464千円 

役員賞与引当金繰入額 13,600千円 

役員退職慰労引当金繰入額 13,660千円 

研究開発費 451,183千円 

給与賃金・賞与金 647,540千円 

退職給付費用 129,079千円 

賞与引当金繰入額 125,958千円 

役員賞与引当金繰入額 6,900千円 

役員退職慰労引当金繰入額 16,058千円 

※２ 研究開発費の総額は次のとおりであります。 ※２ 研究開発費の総額は次のとおりであります。 

一般管理費 675,784千円 一般管理費 451,183千円 

 ※３ 固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。  ※３ 固定資産売却益の内容は次のとおりであります。 

機械装置及び運搬具 1,210千円 機械装置及び運搬具 414千円 

 ※４ 固定資産売却損の内訳は次のとおりであります。  ※４ 固定資産売却損の内訳は次のとおりであります。 

機械装置及び運搬具 72千円 

  

機械装置及び運搬具 221千円

土地 3,900千円

計 4,121千円

※５ 固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。 ※５ 固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。 

建物及び構築物 1,486千円 

機械装置及び運搬具 2,387千円 

有形固定資産（その他） 1,713千円 

無形固定資産 6,719千円 

計 12,305千円 

建物及び構築物 3,057千円 

機械装置及び運搬具 1,279千円 

有形固定資産（その他） 401千円 

計 4,737千円 
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前連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成23年４月１日 
至 平成24年３月31日） 

――――――― ※６ 減損損失 

当連結会計年度において、以下の資産グループ

について減損損失を計上しております。 

（減損損失の認識に至った経緯） 

ＬＣフィルタ用事業資産については、一般産業

機器等のＬＣフィルタを取り巻く市場環境の変化

等により収益性が低下したため、回収可能価額ま

で減額し、減損損失 千円を特別損失に計上

しております。 

  

（グルーピング方法） 

当社グループにおけるグルーピングは、独立し

たキャッシュ・フローを生み出す最小単位であ

る、管理会計上使用している単位を基礎としてお

ります。 

（回収可能価額の算定方法等） 

回収可能価額は、正味売却価額により測定して

おります。正味売却価額は、主として見積売却価

額に基づき評価しており、売却見込みのない資産

について零としております。  

場所 用途 種類 

長野県佐久市

他 

ＬＣフィルタ

用事業資産 

建物、機械装置

他 

57,332

種類 減損損失の金額（千円）

建物及び構築物            1,777

機械装置及び運搬具          55,372

その他                  182

計               57,332
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前連結会計年度（自平成22年４月１日 至平成23年３月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）普通株式の自己株式の増加227株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

  

２．配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

当連結会計年度（自平成23年４月１日 至平成24年３月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）普通株式の自己株式の増加68株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

（連結株主資本等変動計算書関係）

  
当連結会計年度期
首株式数（株） 

当連結会計年度
増加株式数（株） 

当連結会計年度 
減少株式数（株） 

当連結会計年度末
株式数（株） 

発行済株式         

普通株式  15,600,000  －  －  15,600,000

合計  15,600,000  －  －  15,600,000

自己株式         

普通株式   977  227  －  1,204

合計  977  227  －  1,204

  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額
（千円） 

１株当たり
配当額（円） 

基準日 効力発生日

平成22年６月25日 

定時株主総会 
普通株式  46,797  3 平成22年３月31日 平成22年６月28日 

平成22年10月28日 

取締役会 
普通株式  62,395  4 平成22年９月30日 平成22年12月３日 

  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額
（千円） 

配当の原資
１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成23年６月24日 

定時株主総会 
普通株式  62,395 利益剰余金  4 平成23年３月31日 平成23年６月27日

  
当連結会計年度期
首株式数（株） 

当連結会計年度
増加株式数（株） 

当連結会計年度 
減少株式数（株） 

当連結会計年度末
株式数（株） 

発行済株式         

普通株式  15,600,000  －  －  15,600,000

合計  15,600,000  －  －  15,600,000

自己株式         

普通株式   1,204  68  －  1,272

合計  1,204  68  －  1,272
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２．配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額
（千円） 

１株当たり
配当額（円） 

基準日 効力発生日

平成23年６月24日 

定時株主総会 
普通株式  62,395  4 平成23年３月31日 平成23年６月27日 

平成23年10月28日 

取締役会 
普通株式  62,395  4 平成23年９月30日 平成23年12月５日 

  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額
（千円） 

配当の原資
１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成24年６月26日 

定時株主総会 
普通株式  62,395 利益剰余金  4 平成24年３月31日 平成24年６月27日

（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成23年４月１日 
至 平成24年３月31日） 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係 

（平成23年３月31日現在） （平成24年３月31日現在） 

現金及び預金勘定 602,520千円 

預入期間が３か月を超える 

定期預金 
△80,223千円 

現金及び現金同等物 522,297千円 

現金及び預金勘定 656,880千円 

預入期間が３か月を超える 

定期預金 
△172,907千円 

現金及び現金同等物 483,973千円 

※２ 当社及び一部の連結子会社は、日本碍子㈱が導入し

ているＣＭＳ（キャッシュ・マネジメント・システ

ム）に参画しております。短期貸付金の増減額は、主

としてＣＭＳに係るものであります。 

※２ 当社及び一部の連結子会社は、日本碍子㈱が導入し

ているＣＭＳ（キャッシュ・マネジメント・システ

ム）に参画しております。短期貸付金の増減額は、主

としてＣＭＳに係るものであります。 
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Ⅰ 前連結会計年度（自平成22年４月１日  至平成23年３月31日） 

１．報告セグメントの概要 

 当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能で

あり、取締役会が、経営資源の配分決定および業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっ

ているものであります。 

 当社グループは、フィルタ、コンデンサ、厚膜印刷基板等を製造、販売しており、製品市場別に戦略

ビジネスユニット（以下ＳＢＵ）を置き、各ＳＢＵは、対象市場において国内および海外の包括的な戦

略を立案し、事業活動を展開しております。 

 したがって、当社グループはＳＢＵを基礎とした市場別のセグメントから構成されており、「産業機

器市場」、「情報通信機器市場」の２つを報告セグメントとしております。 

 「産業機器市場」は産業用機械、鉄道、自動車市場向製品を販売しております。「情報通信機器市場」

は情報通信インフラ市場向、情報通信端末市場向の製品を販売しております。 

  

２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法 

 報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な

事項」における記載と概ね同一であります。  

 報告セグメントの利益は、営業利益べ－スの数値であります。なお、セグメント間の内部売上高及び

振替高は、市場実勢価格に基づいております。 

     

３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報 

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、ＳＢＵで管理していない実装製

品等を含んでおります。  

   ２．セグメント利益の調整額△52,420千円は主に報告セグメントに帰属しない一般管理費等であります。   

   ３．セグメント資産の調整額9,309,268千円は主に全社資産であり、その内容は当社での余資運用資金（現金及

び預金、短期貸付金）、長期投資資金（投資有価証券）等であります。 

   ４．セグメント利益は、連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。     

  

（セグメント情報等）

セグメント情報

  （単位：千円） 

  

報告セグメント
その他
（注）１ 

合計
調整額 
（注） 
２、３ 

連結
財務諸表 
計上額 
（注）４ 

産業機器 
市場 

情報通信
機器市場 

計

売上高               

外部顧客への売上高  5,965,551 4,646,373 10,611,924 1,125,196  11,737,120  △3,043 11,734,077

セグメント間の内部売
上高又は振替高  22,574 24,023 46,597 19,187  65,784  △65,784 －

計  5,988,125 4,670,396 10,658,521 1,144,383  11,802,904  △68,827 11,734,077

セグメント利益  382,249 127,713 509,962 36,603  546,565  △52,420 494,145

セグメント資産   3,136,147 2,166,576 5,302,723 350,684  5,653,407  9,309,268 14,962,675

その他の項目               

減価償却費  119,702 186,507 306,209 27,732  333,941  190,501 524,442

有形固定資産及び無形
固定資産の増加額  255,419 42,414 297,833 26,825  324,658  129,981 454,639
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Ⅱ 当連結会計年度（自平成23年４月１日  至平成24年３月31日） 

１．報告セグメントの概要 

 当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能で

あり、取締役会が、経営資源の配分決定および業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっ

ているものであります。 

 当社グループは、フィルタ、コンデンサ、厚膜印刷基板等を製造、販売しており、製品市場別に戦略

ビジネスユニット（以下ＳＢＵ）を置き、各ＳＢＵは、対象市場において国内および海外の包括的な戦

略を立案し、事業活動を展開しております。 

 したがって、当社グループはＳＢＵを基礎とした市場別のセグメントから構成されており、「産業機

器市場」、「情報通信機器市場」の２つを報告セグメントとしております。 

 「産業機器市場」は産業用機械、鉄道、自動車市場向製品を販売しております。「情報通信機器市場」

は情報通信インフラ市場向、情報通信端末市場向の製品を販売しております。 

  

２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法 

 報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な

事項」における記載と概ね同一であります。  

 報告セグメントの利益は、営業利益べ－スの数値であります。なお、セグメント間の内部売上高及び

振替高は、市場実勢価格に基づいております。 

     

３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報 

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、ＳＢＵで管理していない実装製

品等を含んでおります。  

   ２．セグメント利益又は損失（△）の調整額△7,994千円は主に報告セグメントに帰属しない一般管理費等であり

ます。   

   ３．セグメント資産の調整額9,150,956千円は主に全社資産であり、その内容は当社での余資運用資金（現金及

び預金、短期貸付金）、長期投資資金（投資有価証券）等であります。 

   ４．セグメント利益又は損失（△）は、連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。     

  

  （単位：千円） 

  

報告セグメント
その他
（注）１ 

合計
調整額 
（注） 
２、３ 

連結
財務諸表 
計上額 
（注）４ 

産業機器 
市場 

情報通信
機器市場 

計

売上高               

外部顧客への売上高  5,915,509 4,267,175 10,182,684 976,555  11,159,239  △1,568 11,157,671

セグメント間の内部売
上高又は振替高  24,194 28,110 52,304 5,348  57,652  △57,652 －

計  5,939,703 4,295,285 10,234,988 981,903  11,216,891  △59,220 11,157,671

セグメント利益又は 

損失(△) 
 142,946 △70,610 72,336 81,252  153,588  △7,994 145,594

セグメント資産   3,135,552 2,068,169 5,203,721 346,327  5,550,048  9,150,956 14,701,004

その他の項目               

減価償却費  114,902 137,061 251,963 29,172  281,135  217,870 499,005

有形固定資産及び無形
固定資産の増加額  110,594 87,454 198,048 257  198,305  70,336 268,641
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 （注） １株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

該当事項はありません。 

（１株当たり情報）

前連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成23年４月１日 至 平成24年３月31日） 

１株当たり純資産額 751.52円 

１株当たり当期純利益金額 26.53円 

１株当たり純資産額 751.53円 

１株当たり当期純利益金額 8.78円 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

  
前連結会計年度

（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

当連結会計年度
（自 平成23年４月１日 
至 平成24年３月31日） 

当期純利益（千円）  413,913  136,977

普通株主に帰属しない金額（千円）  －  －

普通株式に係る当期純利益（千円）  413,913  136,977

期中平均株式数（株）  15,598,867  15,598,768

（重要な後発事象）
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 ①代表取締役の移動 

  該当事項はありません。  

 ②その他役員の異動  

新任取締役候補  

  

退任予定取締役  

③ 就任予定日 

平成24年６月26日 

  

  

5.その他

(1)役員の異動

 取 締 役  杉山 雅彦  （現 開発本部長 兼 開発企画部長） 

      

 常務取締役  上原善一郎   （顧問 就任予定） 

 取 締 役  矢野 信介   
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 ① 生産実績 

当連結会計年度の生産実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

（注）１. セグメント間の取引については相殺消去しており、金額は販売価格によっております。  

      ２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。  

 ② 受注状況 

当連結会計年度の受注状況をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

（注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

 ③ 販売実績 

当連結会計年度の販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

（注）１．セグメント間の取引については相殺消去しております。 

   ２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(2)生産、受注および販売の状況

セグメントの名称
当連結会計年度

（自 平成23年４月１日 
  至 平成24年３月31日） 

前年同期比（％）

産業機器市場     （千円） 

情報通信機器市場   （千円） 

その他        （千円） 

   

 

 

5,954,928

4,301,129

971,821

99.7

92.7

86.4

合計  11,227,878 95.7

セグメントの名称 受注高(千円） 前年同期比（％）  受注残高（千円）  前年同期比（％）

産業機器市場  5,790,375  95.9  759,614  85.9

情報通信機器市場  4,111,234  88.7  506,187  76.4

その他  934,150  83.1  89,227  68.6

合計  10,835,759  91.8  1,355,028  80.8

セグメントの名称
当連結会計年度

（自 平成23年４月１日 
   至 平成24年３月31日）  

前年同期比（％）

産業機器市場     （千円）  5,915,509 99.2

情報通信機器市場   （千円）  4,267,175 91.8

その他        （千円）  974,987 86.9

合計  11,157,671  95.1
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